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３ 入札書の提出場所等
\ 開発会計第１号の３\に同じ。
] 開発会計第１号の３]に同じ。
^ 開発会計第１号の３^に同じ。
_ 電子入札システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 平成26年２月21日14

時00分
` 電子入札システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 平成26年３月
17日14時00分

a 開札の日時及び場所 平成26年３月18日10

時00分 北海道開発局15階入札公示室
b 開発会計第１号の３bに同じ。
４ その他
\ 開発会計第１号の４\に同じ。
] 開発会計第１号の４]に同じ。
^ 開発会計第１号の４^に同じ。
_ 開発会計第１号の４_に同じ。
` 開発会計第１号の４`に同じ。
a 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。

b 開発会計第１号の４bに同じ。
c 開発会計第１号の４cに同じ。
５ Summary

\ The same with the notice above (No. 1)

] Classification of the services to be pro-

cured : 71, 27

^ Nature and quantity of the services to be

required : Business of technology manage-

ment relations systems operations support :

1 set

_ Fulfillment period : From 1 April 2014 th-

rough 31 March 2015

` The same with the notice above (No. 1)

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ The same with the notice above (No. 1)

| have Grade A or B in terms of the qua-

lification for participating in tenders of

the Úoffer of services etc.Ù by Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tou-

rism (Single qualification for every minis-

try and agency) in Hokkaido region in

the fiscal year of 2013・2014・2015

} The same with the notice above (No. 1)

~ be able to arrange the management en-

gineer and working staff described in the

particular specification

b Time limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 2 : 00 p.m. 21 February 2014

c Time limit for tender : 2 : 00 p.m. 17

March 2014

d The same with the notice above (No. 1)

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本入札に係る落札及び契約締結は、本調
達に係る平成26年度本予算が成立し、予算示達が
なされることを条件とするものです。
平成 26年１月 22日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 深澤 淳志

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11

１ 調達内容
\ 品目分類番号 ２
] 調達件名及び数量 Ｈ26石灰石粉（粒径75

cN）購入 24¶000ｔ
^ 調達件名の特質等 入札説明書による
_ 納入期間 平成26年４月１日から平成27年
３月31日まで

` 納入場所 群馬県吾妻郡草津町大字草津
604`１ 品木ダム水質管理所 群馬県吾妻
郡草津町白根国有林158林班 香草工場

a 入札方法 入札金額は、１ｔ当たりの単価
を記入すること。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の100分の
８に相当する額を加算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約希望金額の
108分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。
原則として、当該入札の執行において入札
執行回数は２回を限度とする。なお、当該入
札回数までに落札者が決定しない場合は、原
則として予算決算及び会計令第99条の２の規
定に基づく随意契約には、移行しない。

b 電子入札システムの利用 本案件は、競争
参加資格確認のための証明書等（以下「証明
書等」）の提出、入札を電子入札システムで行
う対象案件である。
なお、電子入札システムによりがたい場合
は、紙入札方式参加願を提出するものとする。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。

] 平成25・26・27年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の販売」のＡ又は
Ｂ等級に格付けされた関東・甲信越地域の競
争参加資格を有するものであること。

^ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（競争
参加資格に関する公示に基づき再申請の手続
をおこなった者を除く。）は]の競争参加資格
を継続する為に必要な手続を経ている者であ
ること。

_ 証明書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、関東地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。

` 電子入札システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。

a 入札説明書の交付を直接受けた者であるこ
と。

b 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。

c 本公告に示した物品を支出負担行為担当官
が指定する日時、場所に十分に納入できるこ
とを証明した者であること。

d 夜間、休日を問わず、地震、火災等の緊急
時にも迅速に連絡、対応がとれる体制が確保
されていること。

３ 入札書の提出場所等
\ 電子入札システムのＵＲＬ、入札書の提出
場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先
国土交通省電子入札システム
http://www.e-bisc.go.jp/

〒330`9724 埼玉県さいたま市中央区新都
心２`１ 関東地方整備局総務部契約課購買
第一係 三浦 孝 電話048`601`3151

内線2537

] 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 \の問い
合わせ先に同じ

^ 入札説明書の交付場所及び交付方法 入札
参加希望者に対しては、記録媒体（ＣＤ`Ｒ）
を\に持参又は郵送することにより電子デー
タを交付する。持参による場合は、\に記録
媒体を持参すること。郵送による場合には、
\に記録媒体、返信用の封筒（切手を貼付）、
入札参加希望者の連絡先が分かるものを同封
すること。
交付は、10時00分から17時00分まで。

_ 電子入札システムによる入札書類データ
（証明書等）の提出期限、及び紙入札による
証明書等の提出期限 平成26年３月４日13時
00分

` 電子入札システムによる入札書の提出期
限、及び紙入札による入札書の提出期限 平
成26年３月18日16時00分

a 開札の日時及び場所 平成26年３月19日13

時30分 さいたま新都心合同庁舎２号館国土
交通省関東地方整備局入札室

b 契約締結日及び履行期間開始日は平成26年
４月１日からとする。ただし、４月１日まで
に平成26年度予算（暫定予算を含む。）が成立
しなかった場合は、契約締結日は４月２日以
降、予算が成立した日とする。

c 暫定予算になった場合、予算措置が全額計
上されているときは全額の契約とするが、予
算措置が全額計上されていないときは全体の
契約期間に対する暫定予算の期間分のみの契
約とする。

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金 免除。™
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